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建設分野における外国人材の受入れ状況

〇 建設分野で活躍する外国人の数は、2011年から5倍以上に増加（1.3万人→6.9万人）

〇 在留資格別では技能実習生が最も多く(2018年：4.6万人)、近年増加傾向にある。

○ 2015年から、オリンピック･パラリンピック東京大会の関連施設整備等による一時的な建設需要の増大に対応するため、技能実習修了者を対象とした

「外国人建設就労者受入事業」を開始したところ。

（単位：人）➢建設分野に携わる外国人数

※外国人建設就労者は年度末時点、その他は10月末時点の人数
出典：外国人建設就労者は国交省調べ、その他は外国人雇用届出状況（厚生労働省）

外国人建設就労者の受入状況（2019年6月末時点）

外国人建設就労者の入国月 単位：人

単位：人

国籍別の状況

職種別の状況

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
2011→2018

増加率

全産業 686,246 682,450 717,504 787,627 907,896 1,083,769 1,278,670 1,460,463 112.8%

建設業 12,830 13,102 15,647 20,560 29,157 41,104 55,168 68,604 434.7%

技能実習生 6,791 7,054 8,577 12,049 18,883 27,541 36,589 45,990 577.2%

外国人建設就労者 0 0 0 0 401 1,480 2,983 4,796 -

（人）

累積

単月

（人） 国名 ベトナム 中国 フィリピン
インドネ
シア

ミャン
マー

モンゴル タイ
カンボジ

ア
ネパール スリランカ ラオス

人数 2,441 1,040 585 509 74 59 35 27 11 11 4

鉄筋施工 とび
建築大
工

溶接 型枠施工 左官
建設機械

施工

内装仕上

げ施工
塗装 鉄工 防水施工 配管

人数 919 916 597 460 356 325 270 181 146 143 100 84

コンクリー

ト圧送施

工
建築板金

タイル張

り

熱絶縁施

工

かわらぶ
き

表装
サッシ施

工
石材施工

ウェルポイ

ント施工
建具製作

冷凍空気

調和機器

施工
さく井

83 42 42 27 22 21 20 13 8 8 7 6
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【技能実習】

技能実習経験者

新たな在留資格

技能実習未経験者

第２号（３号）技能実習修了

【技能実習】
4.6万人

（2018.10）

現行

【特定活動】
＜外国人建設就労者受入事業＞

4,000人（2018.10）
※2022年度末までの時限措置

3

～
5

年

２
年
又
は
３
年

引き続きの在留不可

技能試験特定（技能外国人受入事業実施法
人が実施）及び日本語試験に合格

第２号（３号）技能実習修了

【特定技能２号】

人材育成を通じた開発途上地域へ
の技能移転による国際協力

【特定技能１号】

・受入企業または登録支援機関による支援
・在留期間は通算5年
・家族の帯同不可

一定の技能を有していると認めら
れる外国人を就労者として受入れ

・在留期間の更新制限なし
・家族の帯同可

業界団体等によるより高い建設技能及び専門性に係る試験に合格

新制度創設による建設分野外国人材キャリアパス（イメージ）
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技能実習

（ 訓練 ）

海
外
試
験

受
入
計
画
の
審
査
（
国
交
大
臣
）

入
国
審
査
（
法
務
大
臣
）

特定技能2号
上
級
試
験

入
国
審
査

（ 帰国 ）

特定技能1号

３～５年間
最長５年

在留期間の更新
無制限

国土交通省への受入計画の認定関係（建設分野）

特定活動
（外国人建設就労者）

２～３年間

は建設業独自の措置

○１号特定技能外国人の受入れ要件に、「建設分野の特性を踏まえて国土交通大臣が定める基準への適合」を設定

１）業種横断の基準に加え、建設分野の特性を踏まえて国土交通大臣が定める特定技能所属機関（受入企業）の基準を設定

２）当該基準において、建設分野の受入企業は、１号特定技能外国人の入国に先立ち、受入計画を作成し、国土交通大臣による
審査・認定を受けることを求める（具体的な基準は入管法省令に基づく国土交通省告示に規定）

３）受入計画の認定基準
①受入企業は建設業法第３条の許可を受けていること
②受入企業及び１号特定技能外国人の建設キャリアアップシステムへの登録
③特定技能外国人受入事業実施法人((一社)建設技能人材機構）への加入及び行動規範の遵守
④同一技能同一賃金、安定的な賃金支払い（月給制）、技能習熟に応じた昇給
⑤賃金等の契約上の重要事項（賃金、業務内容等）の書面での事前説明（外国人が十分に理解できる言語）
⑥国又は適正就労監理機関（(一財)国際建設技能振興機構）による受入計画の適正な履行に係る巡回指導の受入れ 等

業界団体が
実施

受入れ機関が報酬予定額
等を明記した計画を作成し、
国交大臣が認定

受入れ機関と外国人との
雇用契約や支援計画を法
務大臣が確認

は建設業としての内容を定めるもの

技能検定
３級程度

技能検定
１級程度、
班長経験
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建設分野における特定技能外国人受入計画の認定状況①

前年度まで
の合計

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ２０１９年度
合計

初年度からの
合計

認定企業数 － － － － ５ ２７ ２７ ５９

建設技能
人材機構
への加入

直接加入 － － － － ０ ８ ４ １２

団体経由 － － － － ５ １９ ２３ ４７

地方別

北海道 － － － － ０ ２ １ ３

東北 － － － － ０ ０ ５ ５

関東 － － － － ４ １２ ７ ２３

北陸 － － － － ０ １ １ ２

中部 － － － － １ ４ ４ ９

近畿 － － － － ０ ２ ４ ６

中国 － － － － ０ ３ １ ４

四国 － － － － ０ １ １ ２

九州 － － － － ０ ２ ３ ５

沖縄 － － － － ０ ０ ０

企業別

前年度まで
の合計

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ２０１９年度
合計

初年度からの
合計

認定人
数

新規変更計 － － － － ９ ７２ ６１ １４２

新規 － － － － ９ ７２ ６１ １４２

変更増 － － － － － － － ０

変更減 － － － － － － － ０

特定技
能への
移行方
法

実習

新規 － － － － ６ ４６ ３２ ８４

変更 － － － － － － －

建設
就労

新規 － － － － ３ ２６ ２９ ５８

変更 － － － － － － －

試験合格 － － － － － － － ０

外国人別

単位:社

単位:人

４



建設分野における特定技能外国人受入計画の認定状況②

前年度まで
の合計

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ２０１９年度
合計

初年度からの
合計

認定人数 － － － － ９ ７２ ６１ １４２

国別

ベトナム － － － － ８ ５８ ３６ １０２

中国 － － － － １ ８ ５ １４

フィリピン － － － － ０ ０ １６ １６

インドネシア － － － － ０ ４ １ ５

ミャンマー － － － － ０ ０ ０

モンゴル － － － － ０ ０ ０

タイ － － － － ０ ０ ０

カンボジア － － － － ０ ２ ３ ５

スリランカ － － － － ０ ０ ０

ネパール － － － － ０ ０ ０

ラオス － － － － ０ ０ ０

前年度まで
の合計

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 ２０１９年度
合計

初年度からの
合計

職種

型枠施工 － － － － ０ ６ １０ １６

鉄筋施工 － － － － １ １２ １５ ２８

屋根ふき － － － － ０ ０ ０

左官 － － － － ０ ９ １１ ２０

内装仕上げ － － － － ２ １６ ３ ２１

ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送 － － － － ６ １ ７ １４

建設機械施工 － － － － ０ ２８ １５ ４３

新規
受入
を行う
職種

ﾄﾝﾈﾙ推進工 － － － － ０ ０ ０

土工 － － － － ０ ０ ０

電気通信 － － － － ０ ０ ０

鉄筋継手 － － － － ０ ０ ０

国籍別

職種別

単位:人

単位:人

５



技能実習等の受入対象職種との対応関係

技
能
実
習
及
び
外
国
人
建
設
就
労
者
の
受
入
対
象
分
野
（
25
職
種
38
作
業
）

職種名 作業名

さく井
パーカッション式さく井工事作業
ロータリー式さく井工事作業

建築板金 ダクト板金作業
冷凍空気調和機器施工 冷凍空気調和機器施工作業
建具製作 木製建具手加工作業
建築大工 大工工事作業
型枠施工 型枠工事作業
鉄筋施工 鉄筋組立て作業
とび とび作業

石材施工
石材加工作業
石張り作業

タイル張り タイル張り作業
かわらぶき かわらぶき作業
左官 左官作業

配管
建築配管作業
プラント配管作業

熱絶縁施工 保温保冷工事作業
内装仕上げ施工 プラスチック系床仕上げ工事作業

カーペット系床仕上げ工事作業
鋼製下地工事作業
ボード仕上げ工事作業
カーテン工事作業

表装 壁装作業
サッシ施工 ビル用サッシ施工作業
防水施工 シーリング防水工事作業
コンクリート圧送施工 コンクリート圧送工事作業
ウェルポイント施工 ウェルポイント工事作業

建設機械施工

押土・整地作業
積込み作業
掘削作業
締固め作業

築炉 築炉作業
鉄工(※) 構造物鉄工作業

塗装(※)
建築塗装作業
鋼橋塗装作業

溶接(※)
手溶接
半自動溶接

※建設業者が実習実施機関である場合に限る

職種（技能）

型枠施工

鉄筋施工

屋根ふき

左官

内装仕上げ

コンクリート圧送

建設機械施工

新規受入れを行う職種（技能）

トンネル推進工

土工
電気通信
鉄筋継手

特
定
技
能
の
受
入
対
象
分
野
「
建
設
分
野
」
（
11
職
種
）
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受入れ対象技能及び受入開始時期の検討状況

技能 受入開始年度

型枠施工、左官、コンクリート圧送、トンネル推進工、建設機械施工、土工、
屋根ふき、電気通信、鉄筋施工、鉄筋継手、内装仕上

＜１１技能＞
2019年度

建築大工、とび、配管、保温保冷、ウレタン断熱
＜５技能＞

業務区分が概ね合意し
ているもの

防水、建築板金、建設塗装、造園、シャッター・ドア施工、舗装、電気工事
＜７技能＞

業務区分未整理

（注）本資料の内容・名称等は、現時点での見通しであり今後変更がありうる

調整中

※ 太字の職種は、関連の職種での技能実習の受入れ実績があるもの。
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（登録支援機関）

海外
訓練生

機構と関係機関との業務連関イメージ（建設分野）

１号特定技能
外国人

定期報告

③受入計画の認定
委託機関による巡回訪問指導
等

法務省
出入国管理庁

元請企業

現場での受入企業への
指導（CCUSも活用）

登録・連携

人材紹介通報・相談受付
転職支援

支援の実施

試験
選考

就職支援

委託

（一社）建設技能人材機構
（特定技能外国人受入事業実施法人）

国土交通省元請団体
関係団体

受入対象職種の
専門工事業団体

①
機
構
へ
の
加
入

海外提携
教育機関 業務提携

海外 日本

募集
教育

在留資格
取得

技能実習・特定活動
修了者

在留資格
取得

受入企業

(一財)国際建設技能
振興機構(FITS)

（適正就労監理機関）

特定技能雇用契約

支援計画提出

送り出し機関
（DOLAB認定）
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特定技能外国人受入事業実施法人の役割

・ 特定技能外国人の適正かつ円滑な受入実
現に向けた行動規範の策定・適正な運用

・ 建設分野特定技能評価試験の実施
・ 特定技能外国人に対する講習・訓練又は

研修の実施、就職のあっせんその他の雇用
機会確保の取組

・ 認定受入計画に従った適正な受入れを確
保するための取組

特定技能外国人受入事業実施法人

公正競争・適正就
労のルール遵守・
ルールを守らない
企業の排除

アウトサイダー・
フリーライダーの
防止（全員加入・
公平負担の原則）

民間職業紹介
事業者の役割を

代替

多数職種の共同
実施によるスケー
ルメリットの発揮

建設分野における外国人の受入れに当たっては、建設技能者全体の処遇改善、低賃金・保険
未加入・劣悪な労働環境等のルールを守らないアウトサイダーやブラック企業の排除、他産業・
他国と比して有為な外国人材の確保、失踪・不法就労の防止、受注環境の変化に対する的
確な対応等の課題に対応する必要

建設業者団体等が共同して設立する法人において、業界を挙げてこれらの課題に的
確に対応することにより、建設分野における外国人の適正かつ円滑な受入れを実施
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10

外国人受入れに係る行動規範

〇 特定技能外国人の適切かつ円滑な受入れの実現に向けた建設業界共通行動規範

【策定：一般社団法人 建設技能人材機構】

Ⅰ．総則
１．建設業界は一般社団法人建設技能人材機構を設立し、行動規

範の遵守に一致協力
２．低賃金雇用により競争環境を不当に歪める者等との関係遮断
３．生産性向上や国内人材確保の取組を最大限推進
４．労働関係法令等の遵守、特定技能外国人との相互理解、文化

や慣習の尊重

Ⅱ．受入企業（雇用者）の義務
５．特定技能外国人が在留資格を適切に有していることを常時確

認
６．同等技能・同等報酬、月給制等、技能の習熟に応じた昇給等

の適切な処遇
７．外国人を含め被雇用者を必要な社会保険に加入
８．契約締結時に雇用関係に関する重要事項の母国語説明、書面

での契約締結
９．外国人であることを理由とした待遇の差別的取扱の禁止
10．暴力、暴言、いじめ及びハラスメントの根絶、職業選択上の

自由の尊重
11．建設キャリアアップシステムへの加入、技能習得・資格取得

の促進
12．安全確保に必要な技能・知識等の向上支援、元請企業が行う

安全指導の遵守
13．日常生活上及び社会生活上の支援
14．直接的、間接的な手段を問わず悪質な引抜行為を禁止
15．機構の行う共同事業の費用を負担

Ⅲ．元請企業の役割
16．建設キャリアアップシステムの活用等による在留資格等の確

認の徹底、不法就労者・失踪者等の現場入場禁止
17．正当な理由なく、特定技能外国人を工事現場から排除するこ

とを禁止
18．特定技能外国人への適切な安全衛生教育及び安全衛生管理
19．自社の工事現場で就労する特定技能外国人に対する労災保険

の適用を徹底

Ⅳ．共同事業の実施
20．事前訓練及び技能試験、試験合格者や試験免除者の就職・転

職支援の実施
21．日本の建設現場未経験の特定技能外国人に対する安全衛生教

育を実施
22．受入企業による労働関係法令の遵守、理解促進等を推進
23．受注環境変化時の特定技能外国人への転職先の紹介、斡旋
24．（一財）国際建設技能振興機構に委託して、巡回訪問等によ

る指導・助言業務、苦情・相談への対応を実施
25．地方部の求人情報発掘、都市部と地方部の待遇格差是正のた

めの助言・指導等、建設特定技能協議会からの地域偏在対策
に関する要請に応じて必要な措置を実施

26．会費徴収や共同事業等の事業運営を実施

Ⅴ．実効性確保措置
27．本規範の違反者に対する除名等
28．必要に応じた国土交通省、法務省その他関係機関と連携

Ⅵ．外国人技能実習生及び外国人建設就労者の取り扱い
29．特定技能外国人への取扱に準じた外国人技能実習生及び外国

人建設就労者の適正な就労環境の確保



建設技能人材機構の会員である団体について

職種 団体名

型枠施工 （一社）日本型枠工事業協会

左官 （一社）日本左官業組合連合会

コンクリート圧送 （一社）全国コンクリート圧送事業団体連合会

トンネル推進工 （公社）日本推進技術協会

建設機械施工

（一社）日本機械土工協会
日本発破工事協会
（一社）全国基礎工事業団体連合会
（一社）日本建設機械レンタル協会
（一社）日本基礎建設協会

土工
（一社）日本機械土工協会（再掲）
（一社）全国中小建設業協会
（一社）プレストレスト・コンクリート工事業協会

＜正会員＞ 24団体

職種 団体名

屋根ふき （一社）全日本瓦工事業連盟

電気通信 （一社）情報通信エンジニアリング協会

鉄筋施工 （公社）全国鉄筋工事業協会

鉄筋継手 全国圧接業協同組合連合会

内装仕上げ
（一社）全国建設室内工事業協会
日本室内装飾事業協同組合連合会
日本建設インテリア事業協同組合連合会

元請ゼネコン
他

（一社）日本建設業連合会
（一社）全国建設業協会
（一社）日本道路建設業協会
（一社）全国中小建設業協会（再掲）
（一社）プレストレスト・コンクリート建設業協会
（一社）電設工業協会
（一社）日本建設躯体工事業団体連合会＜賛助会員＞

賛助会員（団体） 賛助会員（企業）

（一社）日本建設機械施工協会 建設企業４２社

※ 建設企業は、正会員団体のいずれかに加入又は（一社）建設技能人材機構に賛助会員として加入していれば、特定技能外国人
の受入れはいずれの職種でも可能。

2019年9月3日現在
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ベトナムにおける教育訓練・技能評価試験の実施に係る
業務提携予定訓練校 （2019年度）

◯ 都市建設短期大学（College of Urban Works Construction）（ハノイ）

教育実施職種： 左官、コンクリート圧送

◯第一建設短期大学（Construction Technical College No1） （ハノイ）

教育実施職種： 型枠施工、鉄筋施工

（概況）

・ 学生数は約１，０００人

・ Wi-Fi ・インターネット利用可能

・ 日本語教育は日本人講師により

実施

（概況）

・ 学生数は約２，５００人

・ 教室４０室、実習場１５００㎡

・ Wi-Fi ・インターネット利用可能

・ 必要であれば日本語教育は連携校

において実施
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◯ 建設機械短期大学（College of Mechenized Construction） （ハノイ）

教育実施職種： 建設機械施工、土工、鉄筋継手

◯ ホーチミン建設短期大学（Ho Chi Minh City College of Construction） （ホーチミン）

教育実施職種： トンネル推進工、内装仕上げ

（概況）

・ 学生数は約２，０００人

・ 教室１２室（今後８教室追加予定）、

建設機械の実習場２カ所

・ Wi-Fi ・インターネット利用可能

・ 日本語教育は連携校において実施、

必要なら日本語講師を採用予定

（概況）

・ 学生数は約４，５００人

・ 教室４０室、実習場1.5ha

（そのうち屋根有 400㎡）

・ Wi-Fi ・インターネット利用可能

・ 必要なら日本語講師を採用予定

ベトナムにおける教育訓練・技能評価試験の実施に係る
業務提携予定訓練校 （2019年度）
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◯ ミエンタイ建設大学（Mien Tay Construction University） （ホーチミン）

教育実施職種： 屋根ふき

（概況）

・ 学生数は約４，５００人

・ 教室６６室、実習場２カ所（計 17ha）

・ Wi-Fi ・インターネット利用可能

・ 日本語教育は近隣の日本語学校と

連携

ベトナムにおける教育訓練・技能評価試験の実施に係る
業務提携予定訓練校 （2019年度）
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教育訓練・試験の実施方法（イメージ）

訓
練
校
の
在
校
生
か
ら
希
望
者
を
募
集
し
て
選
抜

日本語日常会話レベル

（Ｎ５レベル／150時間

程度）

日
本
語
試
験

技
能
試
験

（
日
本
語
に
よ
る

学
科
・
実
技
試
験
）

技能実習生（３～５年）

１号特定技能
外国人（５年）合格

上記以外

準備コース

○ 日本式施工の技能訓練

（学科・実技訓練／期間は
訓練生の技能レベル等を
踏まえて検討）

特定技能コース

○ 日本語実践レベル

（Ｎ４レベル／150時間程度）

・ Ｎ５レベル
・ 生活態度
の適性審査

に合格

不
合
格

優秀な訓練生を選抜

現在、ベトナム政府および提携予定訓練校と調整を行っている内容であり、調整次第では変更があり得るもの

ＪＡＣが訓練生
に対する就職支
援を実施

※ 試験は
2020年2月
実施予定
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建設特定技能外国人の適正な受入れ手続（建設分野）

16

➀契約締結前に処遇、

業務内容等の雇用条

件を正しく伝える

➁労使双方が雇用条

件に納得して合意する

③受入企業は、双方合

意した内容で受入計画

の認定申請を行う

④母国語ホットラインへ

の通報等の枠組みを外

国人に理解させる

⑤契約や認定計画どお

りの就労を国や第三者

が適切にモニタリングする

⑥契約・計画違反の場

合の転職支援や認定

取消し等

雇用契約の重要事項説明 特定技能雇用契約の締結 受入計画の大臣認定

入国後講習巡回指導・相談窓口・監査転職支援、認定取消

出入国管理庁に対する手続きに加えて、建設分野での外国人の受入れ実態や業種特性を踏ま
え、以下の手続きを原則化

※国交省が今後指定する予定



特定技能におけるFITSの役割～適正就労監理機関～

同一技能同一賃金、公正な競争環境確保、外国人の適正な就労環境確保、安全の徹底等の観点から、受入計
画の認定時だけでなく、受入れ後も認定計画が継続的に実施されていることを担保するために、受入企業は、国又は

適正就労監理機関である（一財）国際建設技能振興機構による巡回指導を受入れることが必要

認定受入計画の
実施状況の確認、
指導監督
（告示6条）

重点監査対象企業
（改善指導を受けた企業等）

巡回指導を踏
まえた国の監査、
監督、指導

建設業界からの
委託による定期的
な巡回指導等

国
際
建
設
技
能
振
興
機
構(F
IT

S
)

委託

報告

母
国
語
相
談
窓
口

受入企業

特定技能
外国人

雇
用
契
約

相談・通報

巡回指導

監査・指導

改善指導した
場合には報告

委託

報告

指導・監督・認定取消等

業界共通ルール（行
動規範）の遵守の
徹底（告示10条1
号イ）

計画に従った適正な
受入れの確保
（告示10条1号ニ）

国土交通省

特定技能受入
事業実施法人

（一社）
建設技能人材
機構（JAC）

改善指導した
場合の報告
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母国語ホットライン相談窓口について

▲ ベトナム語

▲ フィリピン語

▲ 英語（表、裏）

▲ 中国語

▲ インドネシア語

外国人建設就労者に対する支援として、国にお
いて、母国語ホットライン相談窓口を設置し、５
か国語（中国語、ベトナム語、インドネシア語、フィリピン

語、英語）による相談の受付を実施。

②窓口の開設時間や連絡先を記載した「ホットライ
ンカード」（左）の配布（入国時や巡回監査時）

により行っており、年間80件程度（H29年度）

の相談を受けている。

特定技能外国人についても、同様に母国ご相談
窓口を設置し、相談・苦情対応、通報を受けた
監査を実施

なお、他の在留資格で入国した者（技能実習
生等）についても、相談先が分からない等の問い
合わせがあった場合は、担当窓口を紹介するなど
の対応を行っている。
※技能実習生については外国人技能実習機構、その他在留資

格に基づく外国人労働者については各労働局の窓口を紹介。

【相談内容】 有給休暇の取得、賃金支払い、
受入企業の変更希望 等

【 対 応 】 相談を受けた（一財）国際建設
技能振興機構において、外国人建
設就労者の不安を取り除けるよう、
本人の意向を尊重しつつ、受入企
業・特定監理団体等との仲介

18
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巡回指導基準について①

外国人建設就労者受入事業に係る制度推進事業実施機関における
巡回指導の基準

１ 目的
外国人建設就労者受入事業の適正かつ円滑な実施を図ることを目的として、制
度推進事業実施機関（以下「受注者受注者」という。）が実施する、特定監理団体
及び受入建設企業に対する巡回指導の基準を策定する。

２ 対象となる特定監理団体及び受入建設企業の選定基準
(１)特定監理団体
巡回指導の対象となる特定監理団体は、外国人建設就労者の受入れを行ってい
る全ての特定監理団体とする。
(２)受入建設企業
巡回指導の対象となる受入建設企業は、外国人建設就労者の受入れを行ってい
る全ての受入建設企業とする。

３ 巡回指導時の指導基準
(１)指導種別
受注者が、計画的に状況の確認及びそれに基づく改善指導等を行う巡回指導
（一般巡回指導）のほか、緊急性等を踏まえ実施する巡回指導（以下「特別巡回
指導」という。）を行うこと。
(２)巡回指導の頻度
① 一般巡回指導
原則として、上記２(１)及び(２)の特定監理団体及び受入建設企業に対して、過去
巡回指導等において、指摘のあった特定監理団体等を中心に巡回指導を行うこと。
② 特別巡回指導
外国人建設就労者からの通報その他不正行為の恐れがあると認められる場合等
において、国土交通省の指示に基づき、適宜実施すること。
(３)留意事項
① 受注者が、外国人建設就労者の作業場所での安全衛生対策、宿泊施設等の
実態等を確認する場合には、必要に応じて、事前連絡せず（抜き打ち）に又は訪
問直前連絡により巡回指導を実施すること。
② 巡回指導の実施に当たっては、できる限り外国人建設就労者への面談を実
施すること。なお、面談の実施にあたっては、面談の対象となった外国人建設就
労者が受入建設企業等から不当な取扱いを受けることのないよう、十分配慮する
こと。また、受注者は、必要に応じて巡回指導に通訳を同行すること。

③ 受注者は、巡回指導を実施する際には、周知資料の配布等を通じて、労働保
険及び社会保険の適正な加入を促すこと。
(４)指導における確認事項
一般巡回指導に係る確認事項は以下のとおり。特別巡回指導についても以下の
確認事項に準じて巡回指導を実施することを基本とするが、緊急性等を勘案し、
特定のテーマに特化して確認を行うこととして差し支えない。
① 特定監理団体を対象とする巡回指導

特定監理団体を対象とする巡回指導において、原則として、書面等による確認
及び関係者へのヒアリングによる確認を行うこと。確認事項は別紙１のとおり。
② 受入建設企業を対象とする巡回指導
受入建設企業を対象とする巡回指導において、原則として、書面等による確認、

関係者へのヒアリングによる確認及び就労環境の点検を行うこと。
確認事項は別紙２のとおり。
(５)巡回指導に基づく改善等に係る指導及び改善状況等の確認
① 巡回指導において、上記（４）における確認対象となっている項目に係る確認
等を通じて、下記の違反行為が疑われる場合には、文書及び口頭により指導を
行うこと。
※ 以下のア～ソの括弧内の番号は、外国人建設就労者受入事業に関する告示
別表第２の各号の番号に対応。
ア 暴行・脅迫・監禁（１号）
イ 旅券・在留カードの取上げ（２号）
ウ 人権を著しく侵害する行為（４号）
エ 偽変造文書等の行使・提供（５号）
オ 保証金等の徴収等（６号）
カ 二重契約（７号）
キ 名義貸し（８号）
ク 不法就労者の雇用等（10号）
ケ 特定監理団体における「活動継続不可能時の報告不履行」（12号）
コ 特定監理団体における「就労状況の確認の不履行」（13号）
サ 特定監理団体における「相談体制構築等の不履行」（14号）
シ 特定監理団体における「監査体制構築、監査報告等の不履行」（17号）
ス 受入建設企業における「不正行為の報告不履行」・「実習継続不可能時の報
告不履行」（18号）
セ 収益を得てあっせんを行う行為（19号）
ソ 特定監理団体における「不正行為の報告不履行」（23号）
タ 巡回指導の実施に係る協力の拒否
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巡回指導基準について②

② 巡回指導において、上記（４）における確認対象となっている項目のうち、下記
の違反行為が疑われる場合には、文書により指導し、改善状況等について、原則
1か月を目安として、必要な書類の写しを添付させる等をして、文書により報告さ
せること。
※ 以下のア～ウの括弧内の番号は、外国人建設就労者受入事業に関する告示
別表第２の各号の番号に対応。
ア 労働基準関係法令の違反（３号）（11号）
イ 日誌等の作成等不履行（20号）（21号）
ウ 帰国時の報告不履行（22号）
③ 受入建設企業に対して、文書による指導を行う場合、原則として、特定監理団
体を通じて、指導に係る文書の発出及び改善報告に係る文書の受領を行うこと。
この場合、受注者は必要に応じて、当該特定監理団体に対しても、状況の確認及
びそれに基づく改善指導、関係機関への報告等を指導すること。
④ 改善状況等を確認するため、必要に応じて、就労環境の点検を行うこと。
⑤ 所定の期日までに文書での報告が提出されない場合、期限を付して督促を行
うこと。

４ 国土交通省に対する通報基準
(１)概要
① 受注者は、建設特定活動の円滑かつ適正な実施を図るため、下記（２）に該
当する事案については、その定める方法により、速やかに国土交通省へ通報す
ること。
② このほか、受注者は、母国語電話相談や各種情報から、外国人建設就労者
に対する支援、救済等が必要と認められる事案については、外国人建設就労者
等から受注者が把握した事実関係、外国人建設就労者からの支援、救済等の申
し出、これらを踏まえ、速やかに国土交通省へ通報すること。
(２)具体的な基準
① 受注者は、巡回指導において３（５）①に該当する事案を発見した場合、速や
かに国土交通省へ通報すること。
② 受注者は、上記３（５）②の改善指導を行った場合で、所定の期日までに文書
での改善報告が適切になされず、その後改善報告の督促にも応じないことが明ら
かになった場合に、速やかに国土交通省へ通報すること

③ ①及び②の通報は、書面により行うこととし、以下の情報を含むこと。
ア 巡回指導実施年月日
イ 特定監理団体又は受入建設企業の名称
ウ 特定監理団体認定番号
エ 適正監理計画認定番号
オ ３（５）における違反行為の類型及び簡単な概要

５ 国土交通省への定期的な報告
受注者は、巡回指導実施状況（巡回指導実施件数、巡回指導結果、巡回指導

年月日、３(５)の状況、改善結果等）について、毎月当月末までの状況を翌月末ま
でに国土交通省に報告すること。
あわせて、個別の巡回指導の結果については、巡回指導終了後、速やかに管理
システムに登録すること。

６ 巡回指導を適正に行うための環境整備の方策
(１)受注者は、巡回指導の担当者を対象として、巡回指導の実施結果等を踏まえ
た研修、関係行政機関の職員による講義等の実施を通じ、巡回指導の適正な実
施に必要となる知識等を取得するための機会を設け、当該担当者の能力向上に
努めること。
(２)受注者は、巡回指導を通じて建設特定活動の円滑かつ適正な実施を図るた
めに、 外国人建設就労者に対して母国語電話相談等相談窓口の周知を行うと
ともに、特定監理団体及び受入建設企業に対して本事業に係る関係法令の遵守
取り組むよう促すこと。

７ その他
国土交通省は、必要に応じて本基準を見直すことができる。
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巡回指導基準について③

別紙１

特定監理団体に対する巡回指導における確認事項

１ 特定監理団体、適正監理計画に関する事項
○ 受入建設企業に対する監査、指導の状況
○ 外国人建設就労者のあっせん、選抜、送出し機関との調整等の状況
○ 受入建設企業に対する就労状況の確認（訪問指導）の状況
○ 外国人建設就労者からの相談への対応状況
○ 帰国担保措置、継続支援の状況
○ 国土交通省等に対する各種報告の実施状況
○ 文書の作成・保管の状況
○ 告示別表第２に規定する不正行為の状況
○ 失踪者の発生状況

２ その他
○ 前回の巡回指導における指摘事項の改善状況。

別紙２
２ 労働関係法令に関する事項

○ 労働条件の明示
○ 賃金台帳の作成、保存
○ 労働時間管理の適正化（所定労働時間の状況、休憩・休日の状況、３６協

定の有無、年次有給休暇取得の状況等）
○ 賃金支払の状況（支払状況、控除の状況、賃金控除協定の有無、管理費

の徴収の有無等）
○ 強制貯金の禁止
○ 時間外・休日・深夜割増賃金支払の状況
○ 最低賃金法の遵守
○ 寄宿舎の状況（労基法上の寄宿舎に該当する場合）
○ 安全衛生教育の実施の状況
○ 危険有害業務に従事させる場合の特別教育等の実施の状況
○ 就業制限業務に従事させる場合の所要の措置の状況
○ 健康診断（雇い入れ時、定期、特殊健康診断等）の実施の状況

３ 社会保険関係法令等に関する事項
○ 各種保険（労災、雇用、健康・国民健康等）、年金（厚生、国民）の加入手続

の状況
○ 労働災害の発生の状況

４ 外国人建設就労者との面談
○ 在留カードの写真による本人確認
○ 賃金の支払状況、労働時間、休日・年次有給休暇の取得状況等
○ 従事している業務
○ 住居の状況
○ 旅券、在留カード、預金通帳等の保管状況

５ その他
○ 前回の巡回指導における指摘事項の改善状況。
○ 特定監理団体の実施する監査における指摘事項の改善状況。
○ 外国人建設就労者受入事業下請指導ガイドラインの遵守状況。

別紙２

受入建設企業に対する巡回指導における確認事項

１ 受入建設企業、適正監理計画に関する事項
○ 適正監理計画記載事項の確認

・ 報酬予定額に基づいた賃金の支払いの状況
・ 受入人数の状況
・ 就労させる場所、従事させる業務の状況
・ 技能の向上を図るための方策の実施状況
・ 住居の状況
・ 長期休暇の取得の状況
・ 管理指導員及び生活指導員の指導状況 等

○ 特定監理団体に対する各種報告の実施状況
○ 文書の作成・保管の状況
○ 告示別表第２に規定する不正行為の状況
○ 失踪者の発生の状況
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受入建設企業・巡回指導報告様式について①

１．巡回指導の概要

① 対 象
受 入 建
設企業

認定番号 名称

所在地：
（ TEL ：

）
※巡回訪問先の住所を記載

特定監理団体

認定番号 名称

② 巡 回
指 導 実
施 年 月
日 ・ 時
間

実施年月日 令和 年 月 日

実施時間

③ 担 当
指 導 相
談員

所属番号 氏名

所属番号 氏名

所属番号 氏名 （面談）

④ 面 会
者 の 氏
名 及 び
担当

役 職 氏 名

責 任 者

管理指導員

生活指導員

建設就労者 （出身国： ）

特定監理団
体

⑤巡回場所 ☐事務所 ☐現場 ☐住宅

⑥建設就労者との面談 ☐あり（ 名） ☐なし

⑦前回巡回指導の指
摘事項の改善
☐改善されている
☐されていない
☐該当なし

実施年月日：
指摘事項：

改善内容：

⑧特定監理団体監査
の指摘事項の改善
☐改善されている
☐されていない
☐該当なし

実施年月日：
指摘事項：

改善内容：

２．受入れの概要

①受入人数、従
事業務、就労場
所等

（職種・作業） （国名） （人数）

名

企 業
の 常
勤 職
員数

名 受 入人 数
合計

名

（参考）技能実習生の受入人数 名

就
労
場
所

【特記事項】

＊具体的に従事している作業（単なる手元か？）を記載
＊人数は巡回時の数字を記載。適正監理計画の受入れ人数を超えてい
る場合は、国土交通省に適正監理計画変更を含め対応を相談するよう
促す。

②確認項目

・建設就労者数は受入企業の常勤職員数を ☐越えていない ☐超えている
・就業場所は適正監理計画の範囲を ☐越えていない ☐超えている
・従事作業は受入れ職種と関連業務の ☐範囲内 ☐範囲外
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受入建設企業・巡回指導報告様式について②

３．巡回指導結果

総合評価 ☐Ａ（特に優れている） ☐Ｂ（指導・注意喚起・助言事項なし）
☐Ｃ（注意喚起・助言あり） ☐Ｄ（文書及び口頭指導・改善指導あり）

＊本部で記載。

文書及び口頭指導 ☐あり ☐なし
文書発出年月日（☐平成 ☐令和 年 月 日）

告示別表第2の不正行為該当号（ 号）

＊巡回指導基準3(5)①の違反行為（=別表第2の不正行為）が疑われる場合に記載

改善指導 ☐あり ☐なし 告示別表第2の不正行為該当号（ 号）
・
・

＊以降、箇条書きで項目の先頭に・を入れる。＊巡回指導基準3(5)②の違反行為が疑われる場合記
載

注意喚起事項 ☐あり ☐なし

＊放置すると不正行為につながりかねない事項を記載

助言事項 ☐あり ☐なし

＊制度の理解が進んでいないもの、適正な監理に向け取組みが必要なもの等について記載

推奨事例 ☐あり ☐なし

＊技能や日本語の向上への取組み、建設就労者に対するケアなどで他の範となるような取組みを記
載

その他特記事項（団体・企業からの受入れの質の向上への提案、要望等）

企業に対する所見・今後注意を要する事項
・
・

＊全般を通じ特記しておきたい事項、将来の巡回指導の際に留意すべき点等を記載
（該当事項の詳細は各項目に記載し、上記推奨事例・要望等・総評を含め200字程度を限度にまとめ
る）

４．報酬の支払い・労働時間の管理

①労働条件の明示
☐されている
☐されていない

☐ 重要事項を書面で説明
☐ 雇用契約書又は労働条件通知書（母国語で明示）
☐ 本人の署名・押印

②報酬予定額に基づいた賃金の支払い状況
項 目 適正監理

計画等の
定め

実際 不適

基本給 ☐月給
☐日給
☐時給

円

☐月給☐日給☐時給
円

☐

手取額見込 月 額
円

月額 円 ☐

各種手当 ：
円

：
円

： 円
：

等

☐

割増賃金

時間外・
休日労働
時間の把
握
割増率
時間単価
（各種手
当 の 算
入）

☐

雇用保険 ☐ 3 ☐ 4 ☐ 5 ☐ 6/1000 ☐
健保・年金 万円 ☐

家賃
/月

円/月 ☐

その他控除
円/月

円/月 ☐

最低賃金
円

時間単価 円
（計算式： ）

☐

賞与 ☐あり
☐なし
（ 額
）

☐

昇給 ☐あり
☐なし
（ 額
）

☐

退職金 ☐あり
☐なし
（ 額
）

☐
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③労働時間管理の適正化

所定労働時間 時から 時、 時間
分

時から 時 分、 時間 ☐

変形労働時間 ☐ 1 年 ☐ 3 月
☐1月

☐ 1年 ☐ 3月 ☐1月 ☐

36協定 1日の上限 時間 1日の残業 時間 ☐

有休/長期休暇 ☐

時間管理 ☐

④書類の整備状況

☐ 雇用契約書（本人押印あり） ☐ 賃金台帳 ☐ 給与明細書 ☐
賃金控除協定
☐ 口座振込同意書 ☐ 口座振込依頼書☐ 現金渡しの場合は本人の領
収書
☐ 出勤簿・出面表 ☐ 変形労働時間制協定 ☐ 時間外・休日労働協
定（36協定）
☐ 有給休暇管理簿 ☐ 就業規則

【特記事項】

受入建設企業・巡回指導報告様式について③

５．技能向上・安全衛生

①技能向上への取組み
☐行われている
☐今後行う予定
☐行われていない

☐ 資格取得実績（技能検定 ）
☐ 資格取得準備状況（ ）
【特記事項】（育成の基本方針など）

②建設キャリアアップシス
テムへの登録

☐行われている
☐行われていない

【特記事項】

③管理指導員
生活指導員の配置と指導

☐行われている
☐行われていない

ア 管理指導員（ 人） ☐適 ☐不適
イ 生活指導員（ 人） ☐適 ☐不適
【特記事項】（技能・生活面の指導内容）

＊行われていない場合は右欄該当項目の「不適」にチェック

④安全衛生教育
☐行われている
☐行われていない

☐ 雇入れ時の安全衛生教育
（実施日☐平成 ☐令和 年 月）

☐ 安全衛生教育の実施記録 ☐あり ☐なし
【特記事項】

＊建設就労者が複数名いる場合などでは、最新事例で記入。

⑤危険有害業務に係る特別
教育等

☐行われている
☐行われていない

☐ 該当する危険有害業務（ ）
☐ 特別教育等の実施の状況（☐平成 ☐令和 年 月）
【特記事項】

＊特別教育リストは別紙

⑥就業制限業務に係る所要
の措置

☐行われている
☐行われていない

☐ 該当する就業制限業務（ ）
☐ 免許証・技能講習修了証（☐平成 ☐令和 年 月）
【特記事項】

＊技能講習リストは別紙

⑦健康診断の実施
☐行われている
☐行われていない

☐ 雇入時の健康診断（☐平成 ☐令和 年 月）
☐ 定期健康診断（最近の実施日：☐平成 ☐令和 年 月 ）
☐ 特殊健康診断（有害業務（有機溶剤、特定化学物質））
☐ じん肺健康診断（アーク溶接、グラインダー作業等）
【特記事項】

☐ 暴行・脅迫・監禁（1号） ☐ 旅券・在留カードの取上げ（2号）

☐ 手当又は報酬の不払い(3号) ☐ 人権を著しく侵害する行為（4号）

☐ 偽変造文書等の行使・提供（5号） ☐ 保証金等の徴収等(6号)

☐ 二重契約(7号) ☐ 他の機関への名義貸し(8号)

☐ 不法就労者の雇用等(10号) ☐ 労働基準関係法令の違反（11号）

☐ 受入建設企業の「不正行為の報告不履行」「実習継続不可能時の報告不履行」(18号)

☐ 受入建設企業の名簿・就労日誌の作成・備付け・保存の不履行（21号）

【参考】告示別表第2の不正行為一覧（受入建設企業関係）
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受入建設企業・巡回指導報告様式について④

６．住居
①住居の状況

適正監理計画どおり
☐提供されている
☐されていない

広さ等（計画： ㎡、名 室）
実際： ）

家賃（計画： 円/月、
実際： ）
事業附属寄宿舎に該当する場合
☐届出済み ☐未届け
☐労基に要確認
【特記事項】

７．社会保険等

①社会保険への加入
☐加入済み
☐未加入

☐ 雇用保険
☐ 健康保険・国保組合 ☐ 国民健康保険＊
☐ 厚生年金保険 ☐ 国民年金保険＊
（＊は従業員5人未満の個人事業所の場合）
【特記事項】
・

②労働災害の発生
☐発生なし
☐発生あり

【発生ありの場合、その内容】

☐労災補償手続が行われている ☐行われていない

８．特定監理団体に対する各種報告の実施状況、文書の作成・保管の状況

①ガイドラインど
おり各種報告が実
施
☐されている
☐されていない

☐ 外国人建設就労者受入れの報告（様式5号）
☐ 定期監査での外国人建設就労者受入状況報告
（様式9号）
☐ 外国人建設就労者の退職の報告
☐ 適正監理計画の記載事項に変更があったとき
☐ 外国人建設就労者が住居地を変更したとき
☐ 外国人建設就労者が建設特定活動を継続するこ
とが不可能となる事由が生じた場合（倒産、不正行
為、失踪等）
☐ 失踪した外国人建設就労者の所在を把握したと
き
☐ 外国人の受入れ又は就労に係る不正行為を行っ
た場合
【特記事項】

②ガイドラインど
おり文書の作成・
備付け・保管が
☐されている
☐されていない

☐ 外国人建設就労者の名簿
☐ 就労日誌 ☐ 賃金台帳
☐ 実習内容、指導者、従事時間を記載した文書
☐ 建設特定活動終了後3年間保管
【特記事項】
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受入建設企業・巡回指導報告様式について⑤

９．外国人建設就労者との面談（本人の発言より作成）

①本人確認
☐できた
☐できなかった

☐ 在留カード（写真、在留資格）
【特記事項】

②賃金、労働時間、休日・
年次有給休暇等

☐ 不満・疑問なし
☐ 不満・疑問あり

☐ 賃金の支払状況 ☐ 労働時間
☐ 休日・年休 ☐ 雇用条件等の理解
【特記事項】

③従事業務
☐ 不満・疑問なし
☐ 不満・疑問あり

☐ 就労場所 ☐ 従事作業
【特記事項】

④住居
☐ 不満・疑問なし
☐ 不満・疑問あり

☐ 住宅・設備 ☐ 家賃・諸経費
【特記事項】

⑤旅券、在留カード、預金
通帳等

☐ 本人が保管
☐ 企業・団体が保管

☐ パスポート ☐ 在留カード
☐ 預金通帳・キャッシュカード ☐ 健康保険証
【特記事項】

⑥暴力・暴言・いじめ・過
剰な干渉

☐ない ☐ある

☐ 暴力 ☐ 暴言 ☐ いじめ ☐ 過剰な干渉
【特記事項】

⑦技能や日本語能力の向上 技能 技能検定 ☐ 1級 ☐ 2
級 ☐ 3級

本人の取組と今後の希望

日本語 日本語能力試験 ☐Ｎ１
☐Ｎ２ ☐Ｎ３ ☐Ｎ４
☐ Ｎ ５ ☐ そ の 他
（
）

本人の取組と今後の希望

10.その他

①建設就労者の失踪者の発生状況
☐なし
☐あり（ 名）

失踪事案とその現状、関係機関への
通報：

要因分析：

②下請指導ガイドラインの遵守
☐遵守されている
☐されていない

・再下請通知書に外国人建設就労者
の従事の状況を記載（施工体制台帳
の作成・備付けが義務付けられる工
事）
・外国人建設就労者建設現場入場届
出書を元請企業に提出

③「労働災害の防止について」の通
知
☐周知済

「労働災害の防止について」の通知
に基づき、1～4の事項について説明

④技能検定随時3級の受検申請取次ぎ
☐周知済

外国人建設就労者に技能検定随時3級
を受検させる場合は、特定監理団体
を通じFITSに受検事前情報の様式を
送付(FAX)すれば、職業能力開発協会
に取り次ぐことを説明

⑤修了証書の発行
☐周知済

建設特定活動に1年7か月以上の間従
事した外国人建設就労者に「建設就
労修了証書」を発行していることを
説明


